
地産・地消のエネルギーを�

佐々木　憲雄�本荘地域�

　発生から３年がたった東日本大震災では、津波や原発事故により26�

万人を超す被災者や避難生活者が現在も厳しい避難生活を強いられて�

います。原発による事故はこれまでの安全神話を根本から覆し、しか�

も電力、エネルギーの問題を考えさせられる大きな転換点になったと�

考えます。核と人類は共存できないことを思い知らされました。今な�

お、汚染水を発生させその対応に追われている。まさにトイレなきマ�

ンションである。�

　今、エネルギー問題は最大の課題であり、地域で使う電力は、地域�

で作り使うことはできないものか。再生可能エネルギーには、風力、�

太陽光などがある。公共施設および民間の屋根にソーラーパネルの取�

り付け、補助など行政として先進的な地域に学び生かす政策を実現で�

きないものか。�

　また、私達は省エネ対策として、出来ることは多くある。私の住む�

町内公民館はＬＥＤ化を実施。我が家も一部ＬＥＤ化、これまで消費�

電力は10分の１以下とか。�

　人間は逆境に合えば英知が働くものである。先日の新聞で冬の快適�

な室温は15度とか、「え？」我が家は旧式の家、今冬は最低が３度で�

あった。少し寒いが人間はたえられるものである。�

市 民 の 声 �

第36号�
平成26年／2014

5月1日発行�

CONTENTS    2014   MAY

平成26年 第1回市議会定例会（3月）�

P02

P04

P08

P09

P10

P14

P16

平成26年度予算�

委員会審査報告�

陳情審議結果�

表決一覧　人事案件�

関係私企業　議長交際費�

会派代表質問�

一般質問�

行政視察受入状況　市民の声　編集後記�

由利本荘市のココが�

注目されています�
― 平成25年度  行政視察受入状況 ―�

全国から多くの議会視察を�

受け入れました！�

　

４

月

１

日

か

ら

消

費

税

が

８

％

と

な

り�

ま

し

た

。

平

成

元

年

４

月

３

％

、

平

成

９�

年

４

月

５

％

、

以

来

17

年

ぶ

り

に

引

き

上�

げ

ら

れ

、

さ

ら

に

来

年

10

月

１

日

か

ら

は�
10

％

に

な

る

予

定

で

す

。�

　

消

費

税

増

税

は

、

膨

ら

む

一

方

の

社

会�

保

障

費

に

充

て

る

た

め

に

必

要

な

財

源

と�

理

解

し

つ

つ

も

、

景

気

回

復

の

実

感

が

無�

く

、

収

入

も

伸

び

な

い

中

の

負

担

増

は

市�

民

に

大

き

く

の

し

か

か

り

ま

す

。�

　

こ

の

増

税

分

が

、

社

会

保

障

の

安

定

財�

源

と

し

て

使

わ

れ

、

財

政

健

全

化

に

つ

な�

が

る

よ

う

強

く

希

望

し

ま

す

。�

　

さ

て

、

来

年

３

月

は

合

併

10

年

の

誕

生�

日

を

迎

え

、

４

月

に

は

10

年

先

を

見

据

え�

た

「

新

総

合

計

画

」

も

ス

タ

ー

ト

し

ま

す

。�

本

年

は

計

画

策

定

期

間

で

す

が

、

議

会

は�

市

民

の

皆

様

の

声

を

計

画

に

反

映

さ

せ

、�

本

市

の

さ

ら

な

る

発

展

に

努

め

て

ま

い

り�

ま

す

。�

　

当

議

会

報

も

紙

面

の

改

善

な

ど

を

含

め

、�

よ

り

充

実

さ

せ

て

お

伝

え

し

ま

す

の

で

、�

ご

意

見

な

ど

ご

ざ

い

ま

し

た

ら

お

聞

か

せ�

く

だ

さ

い

。

　

　

　

　

　

　

　

　

（

秀

）�

編集 後記�編集後記�編集後記�

登米市（11/25）�

新発田市（1/29）�

・岩城パークゴルフ場について�

・学力向上の取り組みについて�

大玉村（10/24）�

・学力トップクラスの背景と�

　しての教育環境について�

�

碧南市（10/21）�

・地域特性を活かした産業振興と�

　中小企業の育成に関する条例について�

�

四篠畷市（10/3）�

・学力向上の取り組みについて�

丸亀市（8/7）�

・ツイッターやフェイスブックを活用した情報発信について�

・文化交流館カダーレについて�

名古屋市（2/10）�

・まちづくり協議会について�

・地域おこし協力隊及び集落支援員の活動について�

・学力向上の取り組みについて�

防府市（7/10）�

・学力向上の取り組みについて�

福津市（11/8）�

・まちづくり宅配講座について�

嘉手納町（11/7）�

・学力向上の取り組みについて�

江別市（6/28）�

・学力向上の取り組み�

　について�

　中でも、学力が全国トッ�

プクラスである本市の教育�

環境についての視察テーマ�

が最も多く取り上げられて�

おり、その他、産業振興や�

雇用の創出への取り組みに�

ついてなど全国12の議会�

（83議員）から視察を受け�

ました。�

まちを見つめ市民とともに歩む�

「2013 由利高原鉄道おばこ号お絵かきコンクール」最優秀賞  佐藤陽依さん（当時由利小学校2年生）�

ひより�さとう�

「2013 由利高原鉄道おばこ号お絵かきコンクール」最優秀賞  佐藤陽依さん（当時由利小学校2年生）�

ひより�さとう�

最上町（11/14）�

・地域6次産業化と健康・自然・�

　食の融合による雇用創出に�

　ついて�

�

北海道�

福島�

新潟�

愛知�愛知�
大阪�大阪�

香川�香川�

山口�山口�

福岡�福岡�

沖縄�沖縄�

宮城�
山形�

発行／由利本荘市議会�

編集／議会報編集特別委員会�

〒015-8501  秋田県由利本荘市尾崎17番地　電話／0184-24-6386　FAX／0184-27-1793�

ホームページ  h t t p : / /www .c i t y . yu r i hon jo .ak i ta . j p 由利本荘市議会� 検 索�

佐藤和博氏  撮影�

5月28日（水）　チャレンジデー2014 in 由利本荘　 開催　　　　　　　 　 対戦相手 山梨県甲斐市

国文祭市独自事業�

フットパス開催中�
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3月定例会�

2月18日～�

　   3月19日�

力強
く躍
進す
る�

　　
　由
利本
荘市
へ!!力強

く躍
進す
る�

　　
　由
利本
荘市
へ!!11

56億5,000万円（12.7％）の増�56億5,000万円（12.7％）の増�

観光�

雇用�

 ーズに�

　　　2億7,653万9,000円�

　　　1億4,534万2,000円�

　　55億5,104万6,000円�

　　49億1,515万1,000円�

 促進費　1,774万2,000円�

豊かで活力あるくらしのために�

労働費　　　　  2億 135万5,000円�

農林水産業費　36億4,725万3,000円�

　☆農業費　　32億3,466万5,000円�

　☆林業費　　  3億1,426万6,000円�

　☆水産業費　　　9,832万2,000円�

商工費　　　　10億5,839万8,000円�

確かな学力・豊かな心の醸成のために�

教育費　　　　 48億6,000万5,000円�

　☆小学校費  　 7億3,583万3,000円�

　☆中学校費　 20億2,840万7,000円�

　☆社会教育費　8億1,847万8,000円�

　☆保健体育費　7億6,184万8,000円�

�

　歳出では、財政計画、総合発展計画、定住自立圏構想を基本に、「雇用」「観光」「環境」「健康」「教育」の�

５Ｋに加え、「防災」に重点を置くとともに、平成27年度からスタートする、次期「総合計画」に向け、地域の均�

衡ある発展のための調査事業を盛り込んで編成。前年度からの継続事業である本荘清掃センター基幹的設備改良事�

業や消防庁舎建設事業に加え、学校建設事業、羽後本荘駅東西自由通路調査事業などに着手するほか、小児検診の�

拡大、観光誘客事業、農林畜産業の振興対策や経済対策としての住宅リフォーム助成事業の継続など、雇用、産業、�

観光振興対策費を盛り込んだ。�

　また、消費税増税への対応として、臨時福祉給付金や子育て世帯臨時特例給付金を計上した。�

億�

　３月定例会は、２月18日から３月19日まで、30日�

間の会期で開かれました。�

　初日に、新年度に向けて、長谷部市長が施政方針、�

佐々田教育長が教育方針を述べました。�

　市提出案件は、82件で、人権擁護委員の推薦、副�

市長の選任、条例関係、平成25年度補正予算、平成�

26年度一般・特別会計予算などを審議し、原案のと�

おり、承認、同意、可決したほか、継続審査中の１�

件を含む６件の陳情のうち１件を採択、２件を趣旨�

採択、２件を不採択 （うち１件はみなし不採択）、�

１件を継続審査としました。また、２件の議員発案�

と１件の委員会発案（意見書の提出）をそれぞれ原�

案のとおり可決しました。�

平成�

26年度�

予算可決�

一般会計�5050
前年度当初の骨格予算と比べ前年度当初の骨格予算と比べ

環境�

防災�

健康�

教育�

市民ニ 

議会費　　　　　　　　

　内　議員報酬　　　　

総務費　　　　　　　　

　☆総務管理費　　　　

　内   コミュニティ活動 

健康と安心に�

民生費　　　　  128億6,824万4,000円�

　☆社会福祉費　70億7,824万3,000円�

　☆児童福祉費　44億4,077万2,000円�

衛生費　　　　　46億6,367万8,000円�

　☆保健衛生費　  8億9,698万8,000円�

　☆清掃費　　　33億1,067万8,000円�

暮らしやすいまちづくりに�

土木費　　　　　46億2,491万8,000円�

　☆道路橋梁費　18億9,424万8,000円�

　☆住宅費　　　　1億4,688万9,000円�

消防費　　　　　52億2,319万1,000円�

�

歳入の主なもの�

市税　市民が納める税金　79億 650万1,000円 �

地方交付税　自治体の均衡を保つために国から交付される金額　198億3,750万8,000円�

国県支出金　使用目的が決まっている国・県からの補助金　92億6,305万5,000円 �

市債　財源不足を補うための借金　87億9,420万円�

主な特別会計�

国民健康保険　　 99億1,068万9,000円�

後期高齢者医療　　7億6,705万9,000円�

介護サービス事業　7億6,800万7,000円�

下水道事業　　　 28億 618万5,000円�

集落排水事業　　 22億2,247万円�

�

企業会計�

水道事業　29億9,717万8,000円�

ガス事業　16億4,441万5,000円�

�
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総務委員会の主な担当事項は･･･�

�財政全般、職員関係、税務、人口、定住、広報、防災、地域間交流　など�

教育民生委員会の主な担当事項は･･･�

社会福祉、健康福祉、消防、教育、生涯学習、スポーツ　など�
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Ｑ、本荘清掃センターの改良事業について伺う。�

Ａ、施設全体の長寿命化、高性能化、二酸化炭素削減を目的とし、�

劣化した設備機器の更新と補修を行うものである。これにより現�

在は１日16時間の運転だが、24時間の運転が可能となる。新年度�

予算額は19億8,000万円で、総事業費は約22億5,400万円となる。�

本荘清掃センタ
ー新年度予算�

　　　　19億８
,000万円余�本荘清掃センタ
ー新年度予算�

　　　　19億８
,000万円余�

Ｑ、全国学力テストの結果が全国トップクラスだった本�

市に、学校視察が相次いでいるが。�

Ａ、平成25年度の学校視察は36団体、行政視察12団体で�

358人となっている。特に大阪府箕面市からは市長をはじ�

め教育長、校長など149人が視察に来ている。また、東北�

大学、兵庫教育大学の教授陣も来訪した。�

48 358 

学校視察・行政視察に�

48 団体 358 人が来市�
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Ｑ、空き家が目立つようだが、対策につい�

て伺う。�

Ａ、市内の空き家の状況は平成25年９月の�

段階で1,762棟あり、危険度の高いものでは�

本荘39棟、矢島７棟、岩城５棟などとなっ�

ている。所有者が不明だったり、取壊し、�

修繕の費用負担が大きく、管理できない方�

もおり、支援の検討が必要である。�

危険度の高い空き家65棟�
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に

つ

い

て�

教育民生�

常任委員会�

市学校教育�

キャラクター�

「学ぶん」�
まな�

5

常任委員会とは･･･�

本市議会には、４つの常任委員会があり、議員はいずれかの委員会に所属。�

各委員会では、それぞれが担当する事項の議案などを審査しています。�

総務�
常任委員会�

委員会審査報告�

Ｑ

、

津

波

避

難

タ

ワ

ー

の

詳

細

は

。�

Ａ

、

避

難

が

困

難

な

西

目

地

域

海

士

E�

地

区

に

「

津

波

避

難

タ

ワ

ー

」

を

建

設�

す

る

も

の

で

あ

る

。

津

波

に

備

え

る

と�

と

も

に

、

避

難

訓

練

で

の

活

用

、

防

災�

意

識

の

啓

発

と

、

災

害

か

ら

「

逃

げ

る

」�

行

動

の

定

着

を

図

る

の

が

目

的

。

財

源�

は

、

「

緊

急

防

災

・

減

災

事

業

債

」

を�

活

用

す

る

も

の

で

、

地

方

債

充

当

率

が�

１

０

０

％

、

そ

の

う

ち

交

付

税

算

入

率�

が

70

％

と

有

利

な

も

の

で

あ

り

、

実

質

、�

津
波
避
難
タ
ワ
ー

津
波
避
難
タ
ワ
ー�

　
　
　
　
を
設
置
　

　
　
　
　
を
設
置
　�

津
波
避
難
タ
ワ
ー�

　
　
　
　
を
設
置�

Ｑ、移住定住対策事業（ともしび基金事業）とは。�

Ａ、市外からの若者の転入の促進を図るため、市内�

に定住する目的で住宅を取得し、居住した世帯に、�

奨励金を交付する事業である。�

　50歳未満で、5年以上住み続けることが条件で、�

１世帯50万円の交付である。�

定住促進に向け�

Ｑ

、

定

年

前

に

退

職

す

る

意

思

を

有�

す

る

職

員

の

募

集

等

に

関

す

る

条

例�

に

つ

い

て

。�

Ａ

、

定

年

到

達

時

点

か

ら

15

年

を

減�

じ

た

年

齢

以

上

の

年

齢

で

あ

る

職

員�

が

対

象

と

な

る

も

の

で

あ

る

。�

　

退

職

手

当

の

優

遇

措

置

と

し

て

、�

定

年

前

15

年

ま

で

の

者
（

20

年

勤

続

）�

に

対

し

、

定

年

前

１

年

に

つ

き

３

％�

を

上

限

に

割

り

増

し

を

す

る

も

の

で

、�

職

員

の

早

期

退

職

募

集

制

度

に

よ

る�

も

の

で

あ

る

。�

条

　

例

　

関

　

係�

Ｑ、ケーブルテレビの加入状況について。�

Ａ、平成25年度の新規加入者は、364件（平成�

26年２月末現在）だった。全体の加入率は一般�

世帯で、34．09％。�

　市の行政情報を発信する有効な手段でもある�

ので、一層の加入を促進していく。�

報　告　事　項�

Ｑ

、

高

齢

者

買

い

物

・

見

守

り

支

援

シ

ス�

テ

ム

実

証

実

験

事

業

と

は

。�

Ａ

、

外

出

が

困

避

な

高

齢

者

な

ど

の

た

め�

に

、

ケ

ー

ブ

ル

テ

レ

ビ

回

線

を

利

用

し

て�

自

宅

に

居

な

が

ら

、

商

店

、

ス

ー

パ

ー

な�

ど

か

ら

自

分

で

直

接

選

ん

で

買

い

物

が

で�

き

る

も

の

で

あ

る

。�

　

ま

た

、

テ

レ

ビ

機

器

の

操

作

に

連

動

し�

て

、

メ

ー

ル

送

信

を

行

う

な

ど

、

離

れ

た�

場

所

か

ら

の

見

守

り

を

支

援

す

る

サ

ー

ビ�

ス

を

提

供

す

る

も

の

で

、

そ

の

事

業

化

に�

向

け

た

実

証

実

験

を

す

る

も

の

で

あ

る

。�

高

齢

者

の

生

活

支

援�

の

た

め�

市

の

負

担

率

が

30�

％

と

な

る

も

の

で

あ�

る

。�

　

事

業

費

は

、

タ

ワ

ー

本

体

２

９

０

０�

万

円

（

太

陽

光

発

電

照

明

灯

２

機

４

２�

０

万

円

）

、

設

計

費

２

３

０

万

円

、

諸�

経

費

８

０

０

万

円

、

現

場

管

理

費

３

０�

０

万

円

、

そ

の

他

経

費

で

概

算

工

事

費�

約

４

７

３

０

万

円

で

あ

る

。�

　

な

お

、

地

域

へ

の

詳

細

説

明

に

つ

い�

て

は

、

総

合

的

災

害

に

備

え

た

構

造

を�

検

討

し

た

上

で

、

新

年

度

早

い

時

期

に�

地

元

と

協

議

し

て

い

き

た

い

と

考

え

て�

い

る

。�

　

避

難

対

象

は

、

約

80

世

帯

２

３

０

人�

で

、

想

定

施

設

利

用

者

は

60

人

と

な

っ�

て

い

る

。�

津波避難タワーイメージ図�
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委員会審査報告�

産業経済委員会の主な担当事項は･･･ 農林水産業、商工業、観光　など�

Ｑ

、

ペ

レ

ッ

ト

ス

ト

ー

ブ

・

薪

ス

ト

ー�

ブ

設

置

者

へ

補

助

金

の

交

付

と

は

。�

Ａ

、

地

球

温

暖

化

対

策

の

一

環

と

し

て

、�

化

石

燃

料

の

代

替

え

と

な

る

木

質

バ

イ�

オ

マ

ス

の

利

用

促

進

を

図

る

た

め

、

低�

質

材

利

用

等

に

よ

る

市

民

の

木

質

バ

イ�

オ

マ

ス

利

用

へ

の

意

識

の

高

揚

を

図

る�

こ

と

が

目

的

で

あ

る

。�

　

木

質

ペ

レ

ッ

ト

ス

ト

ー

ブ

お

よ

び

薪�

ス

ト

ー

ブ

を

新

た

に

設

置

す

る

個

人

ま�

た

は

法

人

へ

ス

ト

ー

ブ

本

体

経

費

お

よ�

び

付

属

品

の

購

入

費

、

設

置

に

必

要

な�

工

事

費

の

経

費

の

２

分

の

１

以

内
（

上�

限

20

万

円

）

を

補

助

す

る

も

の�

で

あ

る

。�

�

　

★

用

語

説

明�

　

　

木

質

ペ

レ

ッ

ト

と

は

、

間�

　

伐

材

、

製

材

端

材

、

そ

の

他�

　

の

木

材

を

粉

砕

乾

燥

、

圧

縮�

　

形

成

し

た

固

形

燃

料

。�

　

　

ペ

レ

ッ

ト

ス

ト

ー

ブ

と

は

、�

　

木

質

ペ

レ

ッ

ト

を

燃

料

と

し�

　

て

使

用

す

る

も

の

。�

　

　

薪

ス

ト

ー

ブ

と

は

、

木

お�

　

よ

び

粉

砕

し

た

木

く

ず

を

固�

　

め

た

も

の

を

燃

料

と

し

、

二�

　

次

燃

焼

な

ど

に

よ

り

排

煙

を�

　

減

少

さ

せ

る

機

能

を

有

す

る�

　

も

の

。�

Ｑ、雇用創出実践事業の概要は。�

Ａ、小規模林業手法による雇用創出の有効性を�

確認するため、林地残材の買い入れ実施、林業�

への新規参入求職者の把握と地域での集材シス�

テム運営基盤構築を進め、森林資源の活用、木�

質バイオマスボイラーの導入、地域通貨手法の�

有効性調査研究を行うことである。�

　委託先を一般社団法人「鳥海山・恵みの会」�

とし、集材土場の設置運営、薪ボイラー導入の�

費用対効果などの環境調査、地域通貨運営の地�

域団体の組織化を図り、平成26年度実施箇所を�

矢島、鳥海地域とし480　　の林地残材を買い上�

げるものである。�

未来づくりプロジェクトに着手�

Ｑ

、

由

利

本

荘

市

空

き

店

舗

活

用

事

業

と

は

。�

Ａ

、

由

利

本

荘

市

に

本

拠

を

置

く

個

人

・

法

人

・

団

体�

で

空

き

店

舗

を

活

用

し

、

新

規

開

業

し

よ

う

と

す

る

も�

の

に

対

し

支

援

す

る

も

の

で

あ

る

。�

　

補

助

要

件

と

し

て

は

、

空

き

店

舗

が

所

在

す

る

商

店�

街

ま

た

は

由

利

本

荘

市

商

工

会

に

所

属

し

商

業

お

よ

び�

地

域

の

活

性

化

に

寄

与

す

る

こ

と

。

市

税

な

ど

の

滞

納�

が

な

い

こ

と

な

ど

で

あ

り

、

１

カ

月

当

た

り

の

店

舗

賃�

借

料

の

２

分

の

１

に

相

当

す

る

額

か

、

３

万

円

の

い

ず�

れ

か

少

な

い

方

の

12

カ

月

分

を

上

限

と

す

る

。

店

舗

が�

中

心

市

街

地

に

所

在

す

る

場

合

は

、

４

万

円

と

す

る

も�

の

で

あ

る

。�

空

き

店

舗

を

活

用

し

新

規

開

業�

現

場

調

査

か

ら

�

Ｑ、鳥海山を核とした広域観光振興プロジ�

ェクト事業の概要は。�

Ａ、鳥海山エリアは、秋田県由利地域と山�

形県庄内地域両県にまたがっており、一帯�

を観光エリアとしてとらえたルート設定や�

拠点整備、情報発信など観光客の視点に立�

った取り組みを重視し、観光地としての認�

知度の向上を目指す。�

　事業年度を平成26年度から３カ年とし観�

光拠点整備、鳥海山麓湿原などの魅力向上、�

鳥海山麓における二次アクセスの構築を行�

い、鳥海エリアの充実感を体感できる観光�

地づくりにつなげていくものである。�

　

今

回

付

託

さ

れ

た

議

案

か

ら

、

秋

田

由

利

牛�

広

告

塔

看

板

設

置

場

所

の

確

認

、

岩

城

第

２

農�

産

物

処

理

加

工

施

設

、

岩

城

活

魚

セ

ン

タ

ー

お�

よ

び

岩

城

産

直

会

加

工

部

「

も

ぐ

も

ぐ

」

を

視�

察

し

た

。�

　

岩

城

第

２

農

産

物

処

理

加

工

施

設

に

お

い

て�

は

用

途

廃

止

に

伴

い

条

例

を

改

正

し

、

新

年

度�

よ

り

普

通

財

産

と

し

て

貸

し

付

け

る

も

の

で

あ�

る

。

事

業

内

容

は

、

レ

ト

ル

ト

食

品

の

製

造

や�

学

校

給

食

向

け

の

ジ

ャ

ム

製

造

で

あ

る

。�

　

岩

城

産

直

会

加

工

部

「

も

ぐ

も

ぐ

」

は

、

市�

の

第

６

次

産

業

化

促

進

支

援

事

業

補

助

金

な

ど�

を

活

用

し

、

地

域

の

農

産

物

を

使

っ

た

メ

ニ

ュ�

ー

を

開

発

・

販

売

す

る

な

ど

、

道

の

駅

岩

城

周�

辺

へ

の

集

客

と

活

性

化

に

つ

な

げ

る

こ

と

を

目�

的

と

し

て

、

オ

ー

プ

ン

に

向

け

て

米

粉

ピ

ザ

、�

秘

伝

特

製

味

噌

お

に

ぎ

り

、

お

や

き

な

ど

の

メ�

ニ

ュ

ー

開

発

を

進

め

て

い

る

。�

産業経済�

常任委員会�

二次燃焼機能付き薪ストーブの一例�
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立方�
メー�

トル�

林地残材5千円（1　　）で買い入れ�立方�
メー�

トル�

建設委員会の主な担当事項は･･･ 建設、都市計画、上下水道、ガス水道局　など�

Ｑ

、

水

道

事

業

計

画

整

備

の

進

捗

状

況

と

、�

石

綿

管

更

新

状

況

は

。�

Ａ

、

平

成

19

年

度

か

ら

、

水

道

事

業

整

備�

計

画

に

よ

り

、

浄

水

場

の

耐

震

化

を

含

め�

た

改

良

工

事

を

行

っ

て

い

る

。�

　

鳥

海

地

域

の

浄

水

場

と

由

利

原

浄

水

場�

の

工

事

が

終

了

し

、

現

在

は

子

吉

浄

水

場�

の

工

事

を

、

平

成

25

年

度

・

平

成

26

年

度�

の

計

画

で

実

施

し

て

お

り

、

進

捗

率

は

70��

％

で

あ

る

。�

　

子

吉

浄

水

場

の

終

了

後

は

、

蟻

山

浄

水�

場

の

改

良

を

２

カ

年

で

行

う

予

定

で

あ

り

、�

配

水

管

に

つ

い

て

は

、

蟻

山

浄

水

場

の

幹�

線

は

平

成

26

年

度

で

終

了

の

予

定

で

あ

る

。�

ま

た

、

鳥

海

地

域

の

石

綿

管

更

新

工

事

は

、�

毎

年

５

０

０

０

万

円

の

予

算

で

実

施

し

て�

き

て

い

る

が

、

ま

だ

残

り

が

28�

　

　

あ

り

、�

今

後

も

計

画

的

に

進

め

て

い

く

。�

水

道

事

業

整

備

は�

順

調

に

推

移�

石

綿

管

は

計

画

的

に�

更

新�

Ｑ

、

本

荘

地

域

除

雪

ス

テ

ー

シ

ョ

ン

の�

建

築

設

計

業

務

委

託

費

は

。�

Ａ

、

新

消

防

庁

舎

の

完

成

に

併

せ

て

、�

現

消

防

署

と

老

朽

化

し

て

い

る

本

庁

舎�

隣

の

車

庫

を

解

体

す

る

計

画

が

あ

る

こ�

と

か

ら

、

現

在

分

散

し

て

格

納

し

て

い�

る

除

雪

機

械

の

管

理

を

一

元

化

し

、

道�

路

維

持

の

効

率

化

を

図

る

た

め

、

新

た�

に

除

雪

ス

テ

ー

シ

ョ

ン

を

整

備

す

る

た�

め

の

設

計

業

務

委

託

で

あ

る

。�

　

建

設

場

所

は

、

飛

鳥

大

橋

の

下

流

右�

岸

部

の

市

有

地

約

５

０

０

０

　

　

を
予

定
し
、
平

成

27

年

度

の

建

築

を

計

画

し�

て

い

る

。�

本
荘
地
域

本
荘
地
域�

　
除
雪
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

　
除
雪
ス
テ
ー
シ
ョ
ン�

　
　
建
築
に
向
け
て

　
　
建
築
に
向
け
て�

本
荘
地
域

本
荘
地
域�

　
除
雪
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

　
除
雪
ス
テ
ー
シ
ョ
ン�

　
　
建
築
に
向
け
て

　
　
建
築
に
向
け
て�

本
荘
地
域�

　
除
雪
ス
テ
ー
シ
ョ
ン�

　
　
建
築
に
向
け
て�

Ｑ、防犯灯ＬＥＤ化事業計画内容は。�

Ａ、現在本市では道路照明灯・防犯灯合わせ�

て約１万基の街路灯を管理している。このう�

ち約9,000基ある防犯灯を順次ＬＥＤ防犯灯に�

交換するもので、電気料が１基当たり１カ月�

約110円と３分の１程度になることや10年間�

ほどは電球交換が不要になるなど大幅な維持�

経費の節減が期待できる。事業期間は平成29�

年度までとしている。�

　計画事業費は、およそ３億円で、６割は国�

の交付金を見込んでいる。�

省エネ維持管理
�

光熱費の低減へ
�

省エネ維持管理
�

光熱費の低減へ
�

工事契約解除も…�

Ｑ、市道猿倉花立線の現在の状況と補助対象について。�

Ａ、土砂崩落で５人が犠牲となったことにより、現場が警察�

の検証中であり、作業の継続ができず、工事の完成が見込め�

ないことから国庫補助の対象外となる。そのため請負業者と�

契約解除を行う予定である。�

建設�
常任委員会�

防犯灯LED設置工事（大内地域）�

石綿管更新工事（鳥海地域）�

水林地内に格納している除雪機械�

平方�
メー�

トル�

7

キロ�
メー�

トル�



内閣総理大臣�

衆議院議長�

参議院議長�

内閣総理大臣�

衆議院議長�

参議院議長�

特別委員会は、特定の課題などについて、専門的に審査・調査するために設置するもので、本市議会では、国�

療跡地利活用事業について、効率的かつ集中的な審査を行うため、国療跡地利活用特別委員会を設置していま�

す。�

請願と陳情�

国・県・市などに意見や要望を伝える方法の一つで、議員の紹介により請願書を提出することができます。�

また、議員の紹介がないものは、陳情として取り扱います。�

Ｑ

、

平

成

26

年

度

予

算

に

計

上

さ

れ�

て

い

る

実

施

設

計

費

な

ど

が

平

成

25����

�

年

度

予

算

に

追

加

補

正

さ

れ

た

が

。�

Ａ

、

国

の

景

気

対

策

で

の

補

正

予

算�

成

立

と

防

災

公

園

事

業

の

認

可

を

受�

け

、

実

施

設

計

費

と

地

質

測

量

費

を�

追

加

補

正

し

、

早

期

事

業

着

手

を

目�

指

す

。

こ

れ

に

よ

り

平

成

26

年

度

予�

算

は

、

今

後

用

地

購

入

費

を

除

き

、�

減

額

補

正

す

る

。�

実

施

設

計

費

な

ど�

を

追

加

補

正�

委員会審査報告�

3月定例会で審議した陳情の結果は次のとおりです�

採 択�
手話言語法制定を求める意見書�

提出についての陳情�

（陳情第４号）�

本荘由利地区聴力障害者協会�

　　　　　　会長　小松　由紀�

手話言語法制定を求める�

意見書の提出について�

（委員会発案１号）�

不
　
採
　
択�

趣
旨
採
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継
続
審
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不
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情

（
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長

　

佐
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協
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議

長

　

j
田

　

　

保

�

※鈴木議長は、採決に加わりません。�

※採決で賛否が分かれた案件を掲載しています。�

　ほかは全て全会一致で承認・可決されました。�

※社民党：社会民主党　　　共産党：日本共産党�

○：賛成　×：反対�

６号�

15号�

16号�

75号�

76号�
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可決�

可決�

可決�

可決�

可決�

不採択�

伊

　

藤

　

順

　

男�

佐

　

藤

　

賢
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橋
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聖

　

一�

湊

　

　

　

貴
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田

　

与

七
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村

　

上

　

　

　

亨�

a
　

橋

　

和
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長

　

沼
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梶

　

原
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大
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佐

　

藤

　

譲

　

司�

渡

　

部

　

専

　

一�
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野

　

吉

　

孝�

渡

　

部

　

　

　

功�

佐

々

木

　

慶

　

治�

佐

　

藤

　

　

　

勇�

吉

　

田

　

朋

　

子�

井

　

島

　

市

太

郎�

佐

　

藤

　

　

　

徹�

三

　

浦

　

　

　

晃�

公

明

党�

社

民

党�

共

産

党�

無

所

属�

表決数�市民クラブ�創　　　　　風�高　　　　　志　　　　　会�

議 案 の 表 決 結 果 一 覧 表�

伊

　

藤

　

岩

　

夫�

今

　

野

　

英

　

元�

佐

々

木

　

隆

　

一�

三

　

浦

　

秀

　

雄�

賛

　

　

　

　

　

成�

反

　

　

　

　

　

対�

議

　

　

決

　

　

結

　

　

果�

会派・�

議員名�

議　案�

関係私企業の請負契約などの状況報告�

　議会議員政治倫理条例にかかわる関係私企業との10万円を超える請負契約などについて、市長から２月18日付で報告がありま�

したので次のとおり公表します。�

平成25年12月４日～13日�451,680円�吉田　朋子�

関係する議員�

協和石油（株）�

請負人の氏名�

物品などの購入�

事業名� 金　額� 契約期間または物品等納入期日�

平成25年12月13日�

契約年月日または支払い年月日�

防
災
公
園
と
し
て

防
災
公
園
と
し
て�

事
業
認
可

事
業
認
可�

防
災
公
園
と
し
て

防
災
公
園
と
し
て�

事
業
認
可

事
業
認
可�

防
災
公
園
と
し
て�

事
業
認
可�

Ｑ

、

国

療

跡

地

整

備

事

業

は

、

総

合�

防

災

公

園

と

し

て

国

か

ら

事

業

認

可�

さ

れ

た

が

、

そ

の

経

過

は

。�

Ａ

、

国

療

跡

地

は

、

秋

田

県

の

同

意�

を

得

て

今

年

１

月

24

日

、

ス

ポ

ー

ツ�

機

能

と

防

災

機

能

を

併

せ

持

つ

総

合�

防

災

公

園

と

し

て

都

市

計

画

決

定

。�

国

へ

事

業

申

請

を

行

っ

て

い

た

が

、�

２

月

４

日

認

可

さ

れ

た

。�

Ｑ、繰越明許費に基本設計業務委託が追加されているが、�

期間延長の理由は。�

Ａ、基本設計業務は、敷地利用と施設のゾーニング、地域�

防災計画との位置付け、利用時の動線や必要諸室を検討し�

ながら作業を進めている。これに加え、地下水利用の可�

能性、液状化の検討、さらに、基礎工事の設計精度を高�

めるために２カ所程度のボーリング調査が必要となり、�

所要の期間延長を要することから翌年度に繰り越すもの。�

基本設計業務は�

平成26年度に繰り越し�

国療跡地利活用�

特別委員会�

意 見 書 �

○上記議案第6号、15号、16号、75号および76号は、消費税の改定に伴う�

　使用料等の改定に係る条例の一部改正 �

○陳情第１号：特定秘密保護法の廃止を求める意見書提出についての陳情�

○副市長の選任�

　　新任　小野　一彦　氏�

　　　　　　　　　　（東由利舘合）�

お�の� かつ�ひこ�

○人権擁護委員の推薦�

　　再任　畠山　　楸　氏�

　　　　　　　　　　（東由利田代）�

はたけ�やま� ひさぎ�

討　論�

○議案第６号�

　行政財産使用料徴収条例の一部改正案�

　■反対　佐々木　隆一�

　・経済を立て直す施策に抜本的に転換すべきであり、消�

　　費税増税関連の議案に反対する。�

○陳情第１号�

　□採択すべき　佐々木　隆一�

　・「戦争する国」へ突き進む特定秘密保護法は廃止すべき。�

　■不採択とすべき　伊藤　岩夫�

�・特定秘密保護法は、国民の安全と生命、身体と財産、�

　　国益を守るために必要である。�

このように使いました�

（平成26年1月～3月までの内訳）�

議長交際費をお知らせします�

【1月】11件  47,636円�

【2月】 8件  43,554円�

【3月】 6件  25,000円�

◎慶祝、協賛など�

5件  13,500円�

◎弔事�

詳細につきましては�

市ホームページをご覧ください。�

89

人事案件に同意�



会派代表質問とは…�

会派の代表者（会長・代表などには限定しない）が、主に、施政方針・教育方針・新年度予算に関して質問�

すること。�

会派代表が�会派代表が�

施 政 方 針�施 政 方 針�を　  す�

３月５日・６日の２日間、会派代表質問を行いました。�

������������
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ま
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年

に
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大
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な
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牽

引
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塊

世
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が

す

べ
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75

歳

以

上

と

な

る

こ

と�

に

よ

り

、

就

業

人

口

の

減

少

が

避�

け

ら

れ

な

い

こ

と

か

ら

、

人

口

動�

態

の

認

識

に

つ

い

て

伺

う

。�

　

　

　

平

成

17

年

３

月

末

（

合

併�

　

　

　

時

人

口

）

で

、

９

万

８

２�

０

人

、

平

成

25

年

12

月

末

に

は

、�

８

万

３

１

５

０

人

で

７

６

７

０

人�

の

減

少

で

あ

る

。

人

口

減

少

は

、�

労

働

力

人

口

の

減

少

に

よ

る

地

域�

経

済

の

縮

小

、

税

収

の

減

少

と

住�

民

１

人

当

た

り

の

行

政

コ

ス

ト

増�

大

な

ど

深

刻

な

問

題

で

あ

る

。

次�

少

子

化

高

齢

化

に

よ

る�

「

人

口

動

態

」
を

問

う�

期

総

合

計

画

策

定

に

当

た

っ

て

は

、�

少

子

高

齢

や

人

口

減

少

社

会

へ

の�

重

層

的

課

題

に

応

え

る

計

画

を

目�

指

す

。�

�

　

　

　

次

期

総

合

計

画

に

お

け

る�

　

　

　

市

庁

舎

建

設

の

考

え

は

。�

答

弁

　

建

設

費

約

60

億

と

仮

定

し

、�

答

弁

　

有

利

な

合

併

特

例

債

の

活�

用

を

含

め

庁

内

で

検

討

し

て

き

た�

が

、

次

期

総

合

計

画

に

お

け

る

合�

併

特

例

債

が

、

活

用

可

能

な

１

２�

０

億

円

の

約

２

分

の

１

を

占

め

る�

こ

と

か

ら

、

地

域

の

均

衡

あ

る

発�

展

に

向

け

た

事

業

へ

の

影

響

に

よ�

り

、

お

よ

そ

15

年

後

の

建

築

を

見�

据

え

検

討

し

て

い

く

。�

�

　

　

　

「

市

民

と

共

に

歩

む

市

政

」�

　

　

　

に

お

け

る

「

住

民

自

治

」�
の

具

体

は

。�

　

　

　

少

子

高

齢

化

と

、

人

口

減�

　

　

　

少

が

進

む

中

、

10

年

後

、�

20

年

後

の

由

利

本

荘

市

を

考

え

る�

と

、

行

政

が

す

べ

て

の

住

民

サ

ー�

ビ

ス

を

担

う

こ

と

が

難

し

く

な

る�

も

の

と

予

想

し

て

い

る

。

地

域

間�

バ

ラ

ン

ス

に

配

慮

し

な

が

ら

共

通�

認

識

を

形

成

し

た

上

で

、

地

域

が�

実

践

す

る

住

民

自

治

の

仕

組

み

づ�

く

り

を

検

討

す

る

。�

　

　

　

消

防

団

員

の

費

用

弁

償

に�

　

　

　

お

い

て

（

仮

称

）

特

別

勤�

務

手

当

創

設

の

考

え

は

。�

　

　

　

大

規

模

災

害

の

費

用

弁

償�

　

　

　

に

つ

い

て

は

、

昨

年

12

月�

に

制

定

さ

れ

た

「

消

防

団

を

中

核�

と

し

た

地

域

防

災

力

の

充

実

強

化�

に

関

す

る

法

律

」

の

目

的

に

鑑

み

、�

消

防

団

員

の

処

遇

の

改

善

に

つ

い�

て

、

前

向

き

に

検

討

す

る

。�

�

質�質�

ただ�

高　志　会�

会

長

　

伊

藤

　

順

男�

問�

問�

答�

答�問�答�

問�答�

議
会
の
動
き�

▼

1

月

▲�

10

日

＊

議

会

報

編

集

特

別

委

員

会�

　

　

＊

市

議

会

議

員

政

治

倫

理

審�

　

　

　

査

会�

20

日

＊

議

会

報

編

集

特

別

委

員

会�

21

日

＊

市

議

会

勉

強

会�

　

　

＊

議

会

運

営

委

員

会

協

議

会�

29

日

＊

新

潟

県

新

発

田

市

議

会

行�

　

　

　

政

視

察�

　

　

　

〜

学

力

向

上

の

取

り

組

み�

　

　

　

に

つ

い

て

〜�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

��
�

�

　

　

＊

由

利

本

荘

医

師

会

・

由

利�

　

　

　

本

荘

市

議

会

・

に

か

ほ

市�

　

　

　

議

会

懇

談

会�

新発田市議会行政視察�

インターネットで会議録公開中�
　市議会会議録検索システムにより、過去�

の会議録を公開しています。�

　一般質問などの内容を発言者やキーワー�

ドで検索できますので、市のウェブサイ�

トの市議会メニューからアクセスのうえご�

利用ください。�

10

議場に対面式の質問席を設置�議場に対面式の質問席を設置�議場に対面式の質問席を設置�

新設された質問席�

�����������

　

　

　

人

材

育

成

の

考

え

方

は

。�

　

　

　

職

員

に

は

、

現

場

に

足

を�

　

　

　

運

び

、

地

域

住

民

の

生

の�

声

を

聞

き

、

現

場

の

実

情

を

自

分�

の

目

で

確

認

し

、

即

座

に

対

応

し�

て

い

く

行

動

力

を

求

め

る

と

共

に

、�

今

年

度

か

ら

、

新

た

に

「

自

主

研�

修

助

成

制

度

」

な

ど

を

実

施

、

職�

員

研

修

の

充

実

に

努

め

て

い

る

。�

�

　

　

　

国

療

跡

地

利

活

用

事

業

の�

　

　

　

進

捗

状

況

と

、

今

後

の

見�

通

し

は

。�

　

　

　

私

が

先

頭

に

立

っ

て

財

源�

　

　

　

確

保

に

取

り

組

む

と

と

も�

に

、

「

新

た

な

ま

ち

づ

く

り

を

実�

現

す

る

大

き

な

柱

」

に

位

置

付

け

、�

推

進

す

る

。�

�

　

　

　

羽

後

本

荘

駅

東

西

自

由

通�

　

　

　

路

調

査

事

業

に

対

す

る

考�

平

成

２６

年

度

施

政

方

針�

を

問

う�

え

方

と

進

捗

状

況

は

。�

　

　

　

自

由

通

路

、

駅

舎

改

築

、�

　

　

　

東

口

駅

前

広

場

、

道

路

整�

備

な

ど

の

必

要

性

、

規

模

な

ど

に�

つ

い

て

、

実

現

可

能

な

も

の

は

整�

備

を

進

め

て

い

く

。

車

両

通

行

に�

つ

い

て

は

、

事

業

費

が

多

額

に

な�

る

と

見

込

ま

れ

、

歩

行

者

道

、

あ�

る

い

は

自

転

車

歩

行

者

道

と

し

て�

検

討

し

て

い

く

。�

�

　

　

　

市

の

花

「

桜

」

で

の

観

光�

　

　

　

振

興

を

図

る

べ

き

で

は

。�

　

　

　

芋

川

桜

堤

は

、

国

内

有

数�

　

　

　

の

桜

の

名

所

に

な

る

と

認�

識

し

て

い

る

。

駐

車

場

な

ど

の

整�

備

も

必

要

で

あ

り

、

次

期

総

合

計�

画

で

整

備

を

進

め

た

い

。

ま

た

、�

観

光

振

興

施

策

は

、

観

光

協

会

や

、�

芋

川

を

楽

し

む

会

な

ど

関

係

団

体�

と

連

携

し

進

め

た

い

。�

�

　

　

　

由

利

本

荘

に

か

ほ

地

域

の�

　

　

　

高

校

合

併

問

題

に

つ

い

て�

の

所

見

は

。�

答

弁

　

県

教

育

委

員

会

で

、

再

編�

答

弁

　

整

備

構

想

の

素

案

を

検

討�

中

で

あ

る

が

、

本

地

域

の

特

質

を�

十

分

に

勘

案

し

た

ビ

ジ

ョ

ン

を

示�

し

て

い

た

だ

く

こ

と

が

肝

要

で

あ�

る

。

地

域

の

実

情

や

地

域

の

声

な�

ど

を

聴

い

て

い

た

だ

く

よ

う

要

望�

し

て

い

く

。�

会

長

　

大

関

　

嘉

一�

創　　風�

問�答�問�問� 答�

問�答�問�答� 答�

　これまでは、会派代表質問や一般質�

問の再質問などは自分の席から質問を�

行っていましたが、議員席の最前列に�

対面式の「質問席」を設置し、３月定�

例会から運用しています。�

一問一答方式…�

本市議会では、議員と当局がそれぞれ登壇して一括質問、答弁した後、再質問は、質問席で項目ごとに質問�

をし、答弁を繰り返す方式を採用しています。�

▼

2

月

▲�
６

日

＊

平

成

26

年

度

由

利

本

荘

市�

　

　

　

農

業

施

策

に

関

す

る

要

望�

　

　

　

書

受

理�

７

日

＊

香

川

県

丸

亀

市

訪

問

団

表�

　

　

　

敬

訪

問�

　

　

＊

香

川

県

丸

亀

市

と

の

友

好�

　

　

　

都

市

協

定

及

び

災

害

時

相�

　

　

　

互

応

援

協

定

調

印

式�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�10

日

＊

愛

知

県

名

古

屋

市

会

行

政�

　

　

　

視

察�

　

　

　

〜

ま

ち

づ

く

り

協

議

会

・�

　

　

　

地

域

お

こ

し

協

力

隊

に

つ�

　

　

　

い

て

〜�

12

日

＊

会

派

代

表

者

会

議�

13

日

＊

議

会

運

営

委

員

会�

13

日

、

14

日

＊

平

成

26

年

度

予

算�

　

　

　

勉

強

会�

18

日

＊

議

会

全

員

協

議

会�

丸亀市との協定調印式�

11



会派代表質問の順番・時間制限�

構成議員の多い会派順。質問時間は、答弁を含めず１人50分以内（再質問も含む）。�

０

億

円

の

事

業

費

が

見

込

ま

れ

て�

お

り

、

地

域

の

雇

用

を

は

じ

め

、�

大

き

な

経

済

波

及

効

果

を

も

た

ら�

す

も

の

で

あ

り

、

早

期

着

工

、

早�

期

完

成

を

働

き

か

け

て

い

く

。�

�

　

　

　

「

消

防

団

を

中

核

と

し

た�

　

　

　

地

域

防

災

力

の

充

実

強

化�

に

関

す

る

法

律

」

を

受

け

て

、

消�

防

団

の

処

遇

改

善

と

装

備

の

拡

充�

が

図

ら

れ

る

こ

と

に

な

っ

た

。

消�

防

団

の

処

遇

改

善

の

取

り

組

み

に�

つ

い

て

伺

う

。�

　

　

　

消

防

団

員

の

確

保

の

た

め

、�

　

　

　

公

務

員

や

学

生

の

入

団

促�

進

、

安

全

装

備

品

や

教

育

訓

練

の�

充

実

を

図

り

、

消

防

団

の

強

化

に�

努

め

る

。

処

遇

改

善

に

つ

い

て

は

、�

同

法

に

よ

り

、

活

動

実

績

に

応

じ�

た

適

切

な

報

酬

・

費

用

弁

償

の

支�

給

が

規

定

さ

れ

て

お

り

、

消

防

団�

各

層

の

意

見

を

聴

き

な

が

ら

前

向�

き

に

検

討

し

て

い

く

。

ま

た

、

総�

務

省

消

防

庁

よ

り

、

条

例

単

価

を�

積

極

的

に

引

き

上

げ

る

よ

う

要

請�

が

あ

る

の

で

、

検

討

し

て

い

く

。�

�

������������

　

　

　

国

療

跡

地

利

活

用

事

業

に�

　

　

　

つ

い

て

、

活

用

方

法

（

効�

果

発

現

）

に

つ

い

て

伺

う

。�

　

　

　

活

用

方

法

に

つ

い

て

は

、�

　

　

　

コ

ン

ベ

ン

シ

ョ

ン

機

能

や�

各

種

イ

ベ

ン

ト

会

場

の

機

能

を

兼�

ね

備

え

、

「

ス

ポ

ー

ツ

ツ

―

リ

ズ�

ム

」

に

よ

る

新

た

な

交

流

人

口

の�
創

出

と

地

域

活

性

化

に

相

乗

効

果�

を

期

待

す

る

。�

�

　

　

　

産

業

振

興

と

雇

用

確

保

に�

　

　

　

つ

い

て

、

大

規

模

事

業�

（

風

力

発

電

事

業

、

鳥

海

ダ

ム

建�

設

事

業

な

ど

）

へ

の

働

き

掛

け

に�

つ

い

て

伺

う

。�

答

弁

　

地

元

資

本

に

よ

る

風

力

発�

　

　

　

電

事

業

の

立

ち

上

げ

を

目�

指

し

、

雇

用

の

拡

充

に

つ

な

が

る�

よ

う

、

積

極

的

に

支

援

し

て

い

く

。�

鳥

海

ダ

ム

建

設

事

業

は

、

約

８

０�

目

標

値

で

あ

る

75

％

を

目

指

し

て�

努

力

し

て

い

く

。�

�

　

　

　

市

債

の

計

画

的

償

還

に

つ�

　

　

　

い

て

伺

う

。�

　

　

　

繰

り

上

げ

償

還

を

実

施

し

、�

　

　

　

減

債

基

金

に

積

み

増

し

を�

図

り

、

財

政

健

全

化

に

努

め

て

い�

く

。�

�

　

　

　

我

が

国

の

正

し

い

歴

史

認�
　

　

　

識

の

教

育

に

つ

い

て

伺

う

。�

答

弁

　

歴

史

的

事

象

や

伝

統

と

文�

　

　

　

化

に

関

心

を

高

め

る

教

育

、�

そ

し

て

国

を

愛

す

る

心

が

芽

生

え�

て

く

る

よ

う

指

導

し

て

い

る

。�

　

公

の

場

で

も

堂

々

と

発

言

で

き�

る

子

ど

も

の

育

成

を

目

指

し

て

い�

く

。�

�

　

　

　

学

習

指

導

要

領

解

説

改

訂�

　

　

　

に

つ

い

て

伺

う

。�

　

　

　

「

我

が

国

の

将

来

を

担

う�

　

　

　

子

供

達

が

、

自

国

の

領

土�

を

正

し

く

理

解

出

来

る

よ

う

領

土�

に

関

す

る

教

育

の

充

実

」

や

、
「

防�

災

・

災

害

復

旧

に

つ

い

て

の

理

解�

を

深

め

る

た

め

の

関

係

機

関

の

役�

割

等

に

関

す

る

教

育

の

充

実

」

の�

２

つ

が

示

さ

れ

て

お

り

、

職

員

が�

正

し

く

理

解

し

た

上

で

適

切

な

指�

導

が

行

わ

れ

る

よ

う

、

学

校

指

導�

を

継

続

し

て

い

く

。�

������������

　

　

　

次

期

総

合

計

画

策

定

の

基�

　

　

　

本

理

念

に

つ

い

て

伺

う

。�

　

　

　

私

の

市

政

運

営

の

信

条

で�

　

　

　

あ

る

「

市

民

と

共

に

歩

む�

市

政

」

を

実

践

す

る

た

め

、

市

民�

・

地

域

・

行

政

の

役

割

を

明

確

に�

し

な

が

ら

、

そ

れ

ぞ

れ

の

役

割

を�

果

た

す

こ

と

に

よ

り

、

魅

力

あ

る�

地

域

社

会

の

構

築

が

重

要

で

あ

る�

と

考

え

て

い

る

。�

�

　

　

　

経

常

収

支

比

率

は

、

70

％�

　

　

　

〜

80

％

が

妥

当

、

80

％

〜�

85

％

程

度

で

要

注

意

、

85

％

を

超�

え

る

と

赤

字

再

建

団

体

目

前

と

い�

わ

れ

て

い

る

が

、

本

市

の

経

常

収�

支

比

率

の

認

識

と

今

後

の

目

標

値�

に

つ

い

て

伺

う

。�

答

弁

　

合

併

算

定

替

え

分

の

逓

減�

　

　

　

が

始

ま

る

た

め

、

大

変

厳�

し

い

と

認

識

し

て

い

る

。

市

町

村�

次

期

総

合

計

画

に

つ

い�
て�

地域防災力の要、消防団の処遇�

改善と装備の充実を！�

会

長

　

佐

藤

　

　

勇�

市民クラブ�

代

表

　

伊

藤

　

岩

夫�

公　明　党�

問�答�問�答�

問�答�

問�問� 答�答�

問�答�問�答�

問�答�

平

成

２６

年

度

重

点

施

策�

に

つ

い

て�

会派代表質問�

▼

3

月

▲�

５

日

、

６

日

＊

本

会

議

（

会

派

代�

　

　

　

表

質

問

）�

６

日

、

７

日

＊

本

会

議

（

一

般

質�

　

　

　

問

）�

７

日

＊

議

会

運

営

委

員

会�

　

　

＊

議

会

報

編

集

特

別

委

員

会�

　

　

＊

議

会

全

員

協

議

会�

　

　

＊

会

派

代

表

者

会

議�

10

日

〜

12

日

＊

各

常

任

委

員

会�

13

日

＊

国

療

跡

地

利

活

用

別

委

員�

　

　

　

会�

19

日

＊

議

会

運

営

委

員

会�

　

　

＊

本

会

議

（

閉

会

）�

　

　

＊

建

設

常

任

委

員

会

協

議

会�

4月1日付の人事異動に伴い、次のメンバーで�

新体制がスタートしました。よろしくお願いします。�

　　　　　　　事務局長　三　浦　清　久�

　参事兼次長兼庶務班長　鎌　田　直　人�

　　　　　　　　　主査　小　松　和　美�

　　　　　　　　　主査　渡　邊　美　和�

　　　　　　　　　主査　佐々木　健　児�

　　　　　議事調査班長　佐々木　紀　孝�

　　　　　　　　　主査　今　野　信　幸�

議会事務局�議会事務局�議会事務局�

12

反問権とは…�

市長が議長の許可により、議員の質問に対して、論点・争点を明確にするため、逆に質問することができる�

権利のこと。�

������������

　

　

　

こ

れ

ま

で

公

立

保

育

園

の�

　

　

　

果

た

し

て

き

た

役

割

を

ど�

の

よ

う

に

評

価

し

て

い

る

の

か

。�

　

ま

た

、

市

の

民

営

化

計

画

素

案�

で

は

メ

リ

ッ

ト

と

し

て

保

育

の

質�

を

落

と

さ

な

い

で

多

様

な

ニ

ー

ズ�

に

応

え

、

コ

ス

ト

削

減

、

人

員

削�

減

を

行

う

と

し

て

「

バ

ラ

色

の

民�

営

化

」

を

う

た

っ

て

い

る

が

、

民�

営

化

へ

の

移

行

で

保

護

者

に

疑

問

、�

不

安

が

出

て

当

然

で

あ

る

。

メ

リ�

ッ

ト

ば

か

り

強

調

し

て

い

る

が

、�

民

営

化

移

行

の

デ

メ

リ

ッ

ト

は

何�

も

な

い

の

か

。�

　

　

　

公

立

保

育

園

は

未

来

を

担�

　

　

　

う

子

ど

も

た

ち

を

育

て

て�

い

く

た

め

に

地

域

住

民

か

ら

の

要�

請

に

応

え

な

が

ら

、

子

育

て

支

援�

の

中

核

的

施

設

と

し

て

責

任

と

役�

割

を

担

っ

て

き

た

。

ま

た

公

立

も�

公

立

保

育

園

の

民

営

化�

に

つ

い

て�

�����������

　

　

　

医

療

の

基

本

は

予

防

医

療�

　

　

　

に

あ

る

。

合

併

前

に

は

無�

料

あ

る

い

は

低

料

金

で

で

き

た

健�

康

診

査

な

ど

が

有

料

ま

た

は

高

く�

な

っ

て

き

て

受

診

率

も

下

が

っ

て�

い

る

。�

　

主

に

農

業

だ

が

高

齢

者

の

就

業�

率

が

高

く

、

健

康

指

導

、

診

査

な�

ど

も

緻

密

に

や

っ

て

い

る

な

ど

、�

予

防

医

療

が

国

保

財

政

に

も

有

効�

だ

と

い

う

例

が

長

野

県

で

、

１

人�

当

た

り

の

医

療

費

が

低

く

あ

ま

り�

医

者

に

か

か

ら

な

い

。�

　

本

市

も

各

種

検

診

の

助

成

を

増�

や

し

受

診

率

を

上

げ

て

早

期

発

見

、�

早

期

治

療

に

結

び

つ

け

る

こ

と

は�

で

き

な

い

か

。�

　

　

　

市

と

し

て

は

こ

れ

ま

で

も�

　

　

　

各

種

検

診

を

受

け

や

す

い�

環

境

づ

く

り

の

た

め

利

便

性

を

図�

っ

て

き

た

が

助

成

の

増

額

が

必

ず�

医

療

・

福

祉

の

充

実

を�

民

間

も

同

じ

保

育

指

針

に

よ

る

施�

設

基

準

と

保

育

士

配

置

基

準

で

あ�

り

民

間

保

育

園

移

行

に

関

す

る

デ�

メ

リ

ッ

ト

は

な

い

と

考

え

て

い

る

。�

�

　

　

　

民

営

化

移

行

で

保

育

士

が�

　

　

　

変

わ

っ

た

り

、

施

設

の

運�

営

が

変

わ

る

こ

と

に

よ

っ

て

さ

ま�

ざ

ま

な

影

響

が

出

て

く

る

。

デ

メ�

リ

ッ

ト

は

な

い

と

言

う

が

、

あ

る�

の

で

は

な

い

の

か

。�

　

　

　

移

行

に

伴

い

生

じ

る

影

響�

　

　

　

に

つ

い

て

は

、

デ

メ

リ

ッ�

ト

で

は

な

く

課

題

で

あ

る

と

捉

え�

て

い

る

。�

�

　

　

　

公

立

保

育

園

は

子

ど

も

が�

　

　

　

人

生

で

最

初

に

受

け

る

社�

会

保

障

で

あ

る

。

こ

れ

ま

で

公

立�

保

育

園

の

実

践

、

運

営

の

中

で

何�

か

問

題

と

な

る

よ

う

な

こ

と

は

あ�

っ

た

の

か

。�

　

　

　

こ

れ

ま

で

地

域

の

子

育

て�

　

　

　

家

庭

に

と

っ

て

、

保

育

園�

は

核

と

な

る

施

設

で

あ

り

、

公

立�

保

育

園

と

し

て

保

育

を

実

施

す

る�

中

で

問

題

点

は

な

か

っ

た

。

民

営�

化

す

る

こ

と

で

国

補

助

の

活

用

や�

多

様

な

保

育

ニ

ー

ズ

に

対

応

で

き�

る

こ

と

で

メ

リ

ッ

ト

は

大

き

い

。�

し

も

、

受

診

率

の

向

上

に

結

び

つ�

い

て

い

て

い

な

い

。

今

後

、

一

層

、�

受

診

率

の

向

上

に

努

め

て

い

く

。�

�

　

　

　

医

療

費

に

つ

い

て

、

本

市�

　

　

　

で

は

入

院

は

中

学

３

年

ま�

で

無

料

、

通

院

は

所

得

制

限

が

あ�

る

が

小

学

６

年

ま

で

無

料

で

あ

る

。�

に

か

ほ

市

な

ど

県

内

７

市

町

村

で�

中

学

卒

業

ま

で

、

完

全

無

料

へ

拡�

充

し

て

き

た

。�

　

次

世

代

を

担

う

子

ど

も

た

ち

の�

た

め

中

学

３

年

ま

で

無

料

化

す

べ�

き

で

あ

る

。

無

料

化

し

た

場

合

、�

い

く

ら

の

事

業

費

が

見

込

ま

れ

る�

か

。�

　

　

　

完

全

無

料

化

に

は

小

学

４�

　

　

　

年

か

ら

６

年

ま

で

は

１

３�

０

０

万

円

、

中

学

生

で

は

３

４

０�

０

万

円

、

合

わ

せ

て

４

７

０

０

万�

円

で

あ

る

。

拡

大

に

つ

い

て

は

子�

育

て

世

帯

の

状

況

や

市

の

財

政

状�

況

を

見

極

め

た

上

で

検

討

し

て

い�

き

た

い

。�

代

表

　

今

野

　

英

元�

社会民主党�

代

表

　

佐

々

木

隆

一�

日本共産党�

問�答�

問�問� 答�

問�答�

問�答�

答�

会派代表質問�

　

市

議

会

本

会

議

は

一

般

公�

開

さ

れ

て

お

り

、

ど

な

た

で�

も

自

由

に

傍

聴

い

た

だ

け

ま�

す

。

一

般

質

問

で

の

議

員

と�

市

当

局

と

の

や

り

取

り

な

ど

、�

緊

張

感

あ

る

議

場

独

特

の

雰�

囲

気

を

皆

さ

ん

も

一

度

体

験�

し

て

み

ま

せ

ん

か

？�

　

予

約

な

ど

は

必

要

あ

り

ま�

せ

ん

。

本

会

議

の

日

程

に

合�

わ

せ

て

、

直

接

傍

聴

席

（

市�

役

所

５

階

）

に

お

越

し

く

だ�

さ

い

。

（

ケ

ー

ブ

ル

テ

レ

ビ�

で

も

生

中

継

し

ま

す

）�

����������

※

議

会

の

日

程

は

、

市

広

報�

　

や

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

、

ケ

ー�

　

ブ

ル

テ

レ

ビ

で

ご

確

認

く�

　

だ

さ

い

。�

3月�
議会定例会の�
傍聴者は�

46人�
でした�

議会
�

�

しましょう!!

議会を�

�

�

しましょう!!

傍  聴�傍  聴�

13
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一般質問とは…�

議員が行政全般にわたり、自由なテーマで、市長に質問、政策提言を行うもので、市民の声を市政に届ける�

ものです。�

由利本荘市のここが聞きたい！�一 般 質 問�

渡　部　専　一�

　　　　　　（会派　創風）�

◆小学校における英語教育の推進について�

　　　グローバル社会において、英語コミュニケーシ�

　　　ョン能力を身につけることは大切だ。小学校か�

らの英語教育に高い目標を掲げ、地方から先鞭をつけ�

る意気込みで取り組む考えはないか。�

　　　現在、小学校では、５・６年生において、週１�

　　　時間、外国語活動が行われている。�

　また、文部科学省の委託による「英語授業改善プロ�

グラム」も推進しているが、数校の拠点中心の取り組�

みであるので、来年度は、全小学校の充実に向けて、�

短時間でも英語学習ができるよう、様々な方策を駆使�

して、徐々に質の高い学習へと向けていきたい。�

◆組織の機構改革について�

　　　市政を取り巻く状況は大きく変わってきている。�

　　　平成27年度から始まる新たな「総合計画」の着�

実な執行を図るため、推進体制の強化が必要と思うが、�

組織の機構改革については、どう考えるか。�

　　　就任以来行政サービスの向上に向け、組織機構�

　　　の見直しに取り組んできた。�

　引き続き、行政改革に取り組むため、「第３次行政�

改革大綱」を策定するが、その過程で「新総合計画」�

の着実な推進に対応できる「機能性と機動力のある組�

織・機構」について検討していく。�

● 平成26年度予算案と財政推計について�

● 職員定員管理計画について�

● 庁舎建設について�

● 観光振興について�

● 第三セクターについて�

● スポーツ振興について�

● 小学校における英語教育の推進について�

質
問
項
目�

長　沼　久　利�

　　　　　（会派　高志会）�

◆ごてんまり号の地域版の考えは�

　　　「ごてんまり号」の地域版運行の考えは。また、�

　　　公共交通不便区域への対応は。�

　　　現段階では難しいが、平成27年度からの次期「公�

　　　共交通総合連携計画」の策定を予定しており、�

「公共交通不便区域」への対応策についても調査、検�

討の上計画に盛り込んでいきたい。�

�

◆里山資本の活用は�

　　　里山資本主義（お金で換算できない身近な資源�

　　　活用）からのエネルギー政策について。�

　　　現段階で木質パウダーボイラーの事業化は難し�

　　　い状況にあるが、「木質バイオマス」について�

は森林面積の割合が高い本市においては有望なエネル�

ギー資源である。災害時への対応も含め「地産地消」�

の再生可能エネルギーの普及に積極的に取り組んでい�

く。�

◆回遊型観光ルートの確立は�

　　　県の「未来づくりプログラム」事業決定から鳥�

　　　海グリーンライン路線である「県道象潟矢島線」�

のにかほ市側の狭隘部分の対応は。�

　　　事業期間などの節約もあり今回の計画では取り込�

　　　めなかったが、引き続き両市で要望活動していく。�

�

◆本気になった6次産業の推進は�

　　　６次産業化については行政のアプローチも必要�

　　　でないか。�

　　　特に資金や技術面で大変難しいと認識している。�

　　　取り組みに対して事業規模に応じた支援を行う�

とともに掘り起こしも行っていく。�

�

◆スポーツ立市を掲げてはどうか�

　　　スポーツ立市の考えは。�

　　　次期総合計画へ盛り込むため準備を進めている。�

　　　国療跡地施設完成後はスポーツ振興を図りなが�

ら「生涯スポーツ社会」の実現に向けて努める。�

● 里山資本主義からのエネルギー施策について�

● 県の「第２期ふるさと秋田元気創造プラン�

 （仮称）」の戦略６「人口減少社会における�

地域力創造戦略」から�

● 産業振興について　　● 市民福祉について�

● 商工振興について　　● 観光振興について�

● スポーツ振興について�

● 防災計画の策定と防災教育について�

質
問
項
目�

公共交通不便区域の�

解消を！�

総合計画の推進に�

体制の強化を！�

問�問�

答�

問�

答�

問�

問�

答�

答�

問�

答�

問�

答�

答�

きょうあい�
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一般質問の順番・時間制限�

質問通告の際に、議員がくじを引き、順番を決定。質問時間は、答弁を含めず1人50分以内（再質問も含む）。�

一般質問は３月６日・７日の２日間にわたって行われました。�

各議員の主な質問と答弁の要旨は次のとおりです。�

吉　田　朋　子�

　　　（会派　市民クラブ）�

◆地元産のお酒を飲んで活気づけよう�

　　　県内では美郷町、大館市が地酒による乾杯条例�

　　　が制定されているが本市でも検討をお願いしたい。�

　　　「地酒による乾杯」については、「地産地消」�

　　　という観点から地元で造られた清酒、ワインな�

どを使って積極的に取り組んでいる市民レベルでの取�

り組みを尊重していきたい。�

�

◆スポーツ立県秋田として本市でも人材育成を�

　　　アスリート育成に向けた優秀な指導者の確保に�

　　　ついて、どのように考えているのか。�

　　　本市在住の国体などで活躍している選手が、指�

　　　導者として活躍できる環境づくりを整備すると�

ともに、高校、大学などで活躍した選手の受け入れ体�

制に努めていく。�

�

◆由利本荘市への招致活動について�

　　　日本スポーツマスターズ2016実施競技の招致に�

　　　ついて、本市を開催地とした場合の経済効果、�

ベテラントップアスリートの観戦効果は大である。当�

局はどのように考えているのか。�

　　　ソフトボール競技はもちろん、ほかの競技も視�

　　　野に入れながら招致していく。子どもたちもス�

ポーツの素晴らしさや感動を体験することができ、技�

術の向上にもつながる。宿泊、飲食、観光などの経済�

波及効果も期待できる。�

�

◆地域おこし協力隊の取り組み方�

　　　外部評価においてＣ評価となった地域おこし協�

　　　力隊設置事業のこれからの取り組み方と今後の�

見通しについて伺う。�

　　　今後の「地域おこし協力隊制度」の活用につい�

　　　ては、具体的な事業目標、実施体制、活動情報�

の発信方法を検討してきた。来年度からの展開は国民文�

化祭の「フットパス」を強化、継続するための人材と�

して、地域おこし協力隊員を配置し、事業に取り組ん�

でいく。�

質
問
項
目�

佐　藤　　　徹�

　　　（会派　市民クラブ）�

◆ユネスコエコパーク登録による観光振興を�

　　　鳥海山を核とする観光振興策として、鳥海山を�

　　　取り巻く自治体と連携し、ユネスコエコパーク�

登録を目指す方策が有効な手段であると考えるが。�

　　　にかほ市、遊佐町および酒田市と「鳥海山を核�

　　　としたジオパークの認定に向けた勉強会」を立�

ち上げ、県境を越えた取り組みを行っている。�

�

◆西目パーキングエリアの機能拡充を�

　　　日沿道南の玄関口として、観光情報の発信、特�

　　　産物の販売、乗り入れ道路の整備などにより、�

地域住民の利便性と、市内道の駅の賑わいの創出を図�

っていくべきと考えるが。�

　　　西目パーキングエリアは本市における唯一の休�

　　　憩施設として、上下線に無料休憩所を設置し、�

特産品のＰＲを含めた観光情報の発信施設として活用�

していく。�

　乗り入れについては難しい現状にあるが、今後国や�

県と協議していく。�

�

◆地域公民館活動の充実を�

　　　生涯学習、社会教育の拠点としての地域公民館�

　　　の役割を再認識し、職員体制を含めた地域公民�

館の充実を図るべきと考えるが。�

　　　公民館活動は地域住民の最も身近な学習活動の�

　　　場であり、コミュニティ・スクールを含む地域�

づくりに取り組むとともに、組織づくりなどの検討を�

進め、活動の充実に努めていく。�

● 鳥海山を核とした観光振興について�

● 日沿道西目パーキングエリアの機能拡充に�

ついて�

● 第29回国民文化祭・あきた2014への取り�

組みについて�

● 地域公民館活動の充実について�

● 空き家対策について�

�

質
問
項
目�

● （仮称）地酒で乾杯条例の制定について�

● スポーツの普及、振興について�

● 地域おこし協力隊設置事業の今後のあり方�

について�

目線を変えて活力ある�

町づくりを！�

資源・人材の有効活用に�

よる市勢の発展を！�

問�

答�

問�

答�

答�

問�

問�

答�

問�

問�

問�

答�

答�

答�


